
令和６年度 避難者支援業務のデジタル化に関する実証について
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〇 発災直後の自治体の業務の中で、避難所運営等の業務は大きなウェイトを占めており、デジタル
技術を用いて効率化を図っていく効果は極めて高い。

〇デジタル庁では、令和４年度から避難者支援業務のデジタル化に係る実証事業を実施。
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避難者支援業務のデジタル化に係る実証事業について

令和４年度 令和５年度

協力自治体 福岡市、神戸市、新潟県 神奈川県

想定災害 風水害（福岡市）、地震（神戸市、新潟県） 地震・火山噴火、風水害

実証の内容

避難所PoCシステム、避難者スマホアプリ等を開発。避難
者が自ら避難所への入退所や健康状態等をスマホアプリで
登録し、この情報をもとに避難所運営者・災害対策本部が
避難者数や要望等を円滑に把握できるか検証。

マイナンバーカード利活用や、複数自治体が被災する広域災
害を想定して検証。避難所運営の円滑化、避難者ニーズの把
握、市町村・県災対本部への情報集約の効率化等を検証。

主な成果
・避難所入所手続に要する時間を約８割削減。
・報告書作成業務では約５割の業務削減効果を確認。

・マイナンバーカードの利用によって、避難所入所手続が約
10分の１の時間に短縮。

・マイナンバーカードの有効性について効果を確認。

手作業 アプリ使用
マイナンバーカード利用

による入所手続き
アプリによる

避難の状況・ニーズ把握



（参考）実証実験でのマイナンバーカードの利活用
〇マイナンバーカード活用については、避難所入退所管理、行政サービスの受領（物資・食料配
給等）、診療・薬剤情報の取得において利用し、避難者支援業務の高度化・効率化を検証。

１．入退所の手続き

－入退所時、本人確認の円滑化
－基本4情報の取得により情報入力の省力化

３．行政サービス（物資や食糧配給など）の受領

－避難所で配布される物資や食料の配布数のカウント
－配布漏れがないかチェック
－特定の物資（医薬品、アレルギー食品等）を真に必要な人に配布

２．入所後の情報登録

－入所後、アプリへのログインを省力化
－基本4情報以外の個人情報のほか、例えばマイナポータルから薬剤情報
を取得し、システムのデータベースへ格納

⇒薬剤情報の記憶不足や記憶違いを防止、入力や確認の手間を省略

４．診療・薬剤情報の取得

－医療従事者に対してマイナポータルから取得した診療情報・薬剤情報を提供
⇒避難所内で本人の医療情報を踏まえた医薬品や医療サービスの提供が可能

システムマイナンバーカード 避難所の受付端末避難者

マイナンバーカード

配布場所等の受付端末
物資等の配布

避難者

スマホ
マイナポータル（薬剤情報）

API

マイナンバーカード

避難者

スマホ
マイナポータル（薬剤情報）

マイナンバーカード

避難者

医療従事者
診療・薬剤情報

医薬品・医療サービス

※実証実験においては、マイナンバーカードはテストカードを使用。マイナポータルAPI、マイナポータルアプリはダミーアプリを作成し使用。 3

システム

システム



令和６年度の実証事業について
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○今年度の実証事業は、令和6年度能登半島地震の対応の中で得られた課題や知見を踏まえ、石
川県の協力のもと、 Starlinkと可搬型バッテリーを活用した技術検証を総務省と連携し実施す
る他、広域避難のシナリオを組み、避難者情報を活用するための実証実験を行う。

・令和７年１月15日に、Starlinkと可搬型バッテリーを使用した避難所PoCシステムの連続稼働稼働試験と機器の設置訓練を、
総務省と連携して実施。（総務省で備蓄しているStarlinkと可搬型バッテリーを使用）
※Starlink は、米SpaceX社が提供する低軌道衛星を利用した衛星通信回線。

技術検証

実証実験

・令和７年２月18日に、広域災害及び広域避難のシナリオを想定した実証実験を実施。
・マイナンバーカード等のタッチデータの活用を図るほか、市区町村を越えて移動する避難者情報の作成や、広域被災者DB
との連携を実証。

・この他、昨年度まで実施してきた、避難所入所業務の効率化など、同等の結果が得られるかについても確認を行う。

令和5年度の実証実験の様子



技術検証概要

5

○令和６年１月に発生した能登半島地震では、停電や通信遮断が発生し、平時で利用していた電
源や通信機器が利用できなくなる事態が発生した。

○Starlinkと可搬型バッテリーを使用し避難所PoCシステムが問題なく稼働するかなど、総務省
と連携し検証する。

項目 内容

協力自治体 石川県庁

実施日時 令和７年１月１５日（水） １１時～１７時

実証実験会場
石川県地場産業振興センター 大ホール （石川県金沢市鞍月２丁目１番地）
※石川県庁から徒歩１０分

技術検証の内容

① Starlink、可搬型バッテリーを使用した避難所運営システムの連続稼働試験
（稼働状況監視、稼働時間・バッテリー消耗速度等の計測含む）

② Starlink、可搬型バッテリーの設置訓練
・石川県下の自治体から体験希望者を募集
・１１時～１７時の間、１時間１コマの設置訓練の時間枠を設定。
・１時間の中で、設置マニュアルに基づく設置訓練（最大４５分）、マニュアルに対する改善要
望ヒアリング（１５分程度）を行う。

※今回技術検証で使用するStarlink及び可搬型バッテリーは、総務省に備蓄されているものを使用。

画像出典：SpaceX/Starlink

※本事業は関係者及び報道機関を対象に公開し、一般公開は行っておりません。検証結果については取りまとめの上、公開予定です。
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（参考）Starlinkについて

〇Starlink は、米SpaceX社が提供する低軌道衛星を利用した衛星通信回線であり、能登半島地
震においても広く活用された。

画像出典：KDDI株式会社

※令和6年能登半島地震では避難所等にStarlinkが設置され、通信を緊急的に確保。



実証実験概要
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〇広域災害及び広域避難のシナリオを想定し、都道府県、被災市町村、被災エリア外の市町村及
び避難所の情報連携を含めた業務改善を検討するため、石川県の協力を得て実証を行う。

項目 内容

協力自治体 石川県庁

実施日時 令和７年２月１８日（火）９時～１７時４５分（受付：８時３０分～９時）

実証実験会場
石川県地場産業振興センター（石川県金沢市鞍月２丁目１番地）
※石川県庁から徒歩10分

想定災害 地震（令和６年能登半島地震）

想定被災自治体 七尾市、輪島市、珠洲市、志賀町、穴水町、能登町（3市3町）

実証の内容

① マイナンバーカード等のタッチデータ活用による避難者情報把握の実証
② ホワイトカードの配布を含めた避難所運営業務の実証
③ 広域被災者DBとの避難者情報の連携に係る実証
④ 避難所入所時の受付業務の効率化
⑤ 避難所で集約した情報等の市町村・都道府県の災害対策本部への状況報告の効率化
⑥ スマートフォンのプッシュ機能等を活用した避難所運営側からの情報提供の効率化
※①～③ は令和６年能登半島地震を受けて、今年度新たなに検証する内容
④～⑥ は過去の実証実験から継続して検証する内容

※本事業は関係者及び報道機関を対象に公開し、一般公開は行っておりません。実験結果については取りまとめの上、公開予定です。
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ホワイトカード

Web
App

実証実験概要

避難者情報

項目 内容

対象者
被験者として、県及び市の災害対策本部職員は、石川県及び県下の自治体職員、
避難所運営者については県下の自治体職員及び、参加を希望する地方自治体職員（対口支援職員）、
避難者については一般（地元）の方を対象とする。

評価方法

①実証実験用に簡易システムを構築し、被験者を一同に集め、令和６年能登半島地震を想定した災
害シナリオに沿ってロールプレイングを実施する。（同一の災害シナリオで、午前に現状業務
（従来行っている手書きやＦＡＸでの対応）、午後に検証業務（現状業務をデジタル化した対
応）を行う。）

②避難所運営者の業務負荷軽減を定量的（作業時間×人数）・定性的（アンケート＆インタ
ビュー）に評価する。

③県及び市の災害対策本部の情報集約のスピードを計測する。
④避難者の個別ニーズ等の把握を定性的に評価する。

避難所PoCシステムの構成概要

支援情報
PUSH



【問い】マイナンバーカード等のタッチデータを使い、分散避難者を含め避難者情報の把握が業務に活用できるのか。

避難者の行動履歴を可視化したデータが、見守り業務で使えるか検証。

① マイナンバーカード等のタッチデータの取得
・マイナンバーカード、交通系ICカード、ホワイトカードで、行政サービスを利用した際にタッチデータを取得する。
（スマホはQRコードの読み取り。）

・取得するのは、タッチした日時、カードＩＤ、タッチ用途（設置場所）。
・タッチデータ取得は入退所の他、救護所利用、入浴施設・ランドリー利用、お弁当・物資配布のタイミングとする。
・時系列に個人のタッチポイントの状況が画面で可視化される。

② 避難者の行動履歴情報を元に見守り業務で活用
・行動履歴をもとに、システムで自動で緑、黄色、赤色、紫色判定を行う。
緑：正常、黄色：注意、赤色：呼びかけ、紫色：呼びかけ後２４ｈ応答なし。

・行動履歴は、お弁当取得者が一定期間取らない、入浴の利用者が一定期間の利用が無いなどの際に判定を行う。
・呼びかけは、スマホに対するプッシュ通知（アプリ）で行う。対象は本人と緊急連絡先とする。

避難所

県・市町

情報が集約され、サービスの状況が

把握でき、その後の支援に活用する

ことができる。

入浴施設・ランドリー

マイナンバーカード 交通系IC

タッチ
データ

避難所PoC
システム

避難者の行動履歴
を可視化

見守り業務に活用

ホワイトカード

お弁当・物資配布救護所

検証内容① マイナンバーカード等のタッチデータ活用による避難者情報把握の実証

スマホ
9



【問い】マイナンバーカード、交通系IC、スマホなどを保有していない避難者に対して入所手続き時にホワイトカード

の配布と、避難者情報の記入＋ＯＣＲ処理で業務は円滑に遂行できるか。

① 何も保持しない人に対するオペレーション
・ホワイトカードは通常のNFC （TypeＡ）を想定。
・カードリーダーはマイナンバーカード、交通系ICカード、ホワイトカードに対応可能なリーダーを用意する。
・手書きで申込用紙に記入し、ホワイトカードを配布する。
・記載した内容をOCR処理することで、デジタルデータ化する。

② ホワイトカードの使い方
・ホワイトカードを各行政サービスのカードリーダーにかざすことにより、避難者の利用を捉える。
（タッチポイントは、入退所、救護所、入浴施設、お弁当配布、ランドリー、物資配布。）

・避難所を移動する際も、ホワイトカードを持参することで入所手続きが不要になる。

手書きで
情報を記入

避難者
マイナンバーカード、
スマホ、交通系IC
カードを保有してい

ない避難者

避難所
ホワイトカー
ドを配布

②記入された情報をOCRにてデジタル
データ化し、ホワイトカードと紐づける。

①避難者に手書きで情報を記入して
もらいホワイトカードを配布する。

避難所PoC
システム・

・
・

ホワイトカードの配布

避難者
情報

4情報＋α

避難所

避難所PoC
システム

・
・
・ホワイト

カード

カード
リーダー

かざす
（タッチ）避難者

③紐づけられたホワイトカード
をリーダーにかざす。

ホワイトカードの利用

避難者
情報

カードＩＤ
4情報＋α

タッチ
データ

カードＩＤ
タッチ用途
タッチ日時

検証内容② ホワイトカードの配布を含めた避難所運営業務の実証
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【問い】行政区域を超えた避難所の移動等を繰り返しても避難者情報が作成できるかを検証。

検証内容③ 行政区域（市町村境）を超えて移動する避難者の情報把握

石川県A市避難者名簿
※分散避難者含む

県避難者名簿

石川県Ｂ市
避難者名簿

石川県Ｃ市
避難者名簿

石川県
避難者名簿

石川県
避難者情報

石川県Ａ市
避難者名簿

〇行政区域を越えて移動する避難者情報の作成
・避難者が被災エリアの指定避難所に加え、被災エリア外の広域避難所、県管理の避難所、 自主避難所など、行政区域

を跨り移動した場合でも４情報の突合などをキーに避難者情報を作成できるか検証。（４情報が突合すれば同一人物
とみなし、退所が無くても元の避難所は退所となり、新たな避難所に入所となる。）

・避難所毎の避難者を行政区域を越えて県域で一元管理し、石川県が令和6年能登半島地震に際して市町の区域を越えて
被災者情報を共有するため応急的に構築した広域被災者DBに避難者情報を連携できるか検証。
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石川県広域
被災者DB

石川県B市避難者名簿
※分散避難者含む

石川県C市避難者名簿
※分散避難者含む

避難所PoCシステム避難者情報を石川県が
応急的に構築した広域被災者DBへ連携

石川県Ｃ市
Ｘ広域
避難所

石川県管理
Ｘ避難所

石川県Ａ市
Ｘ指定
避難所

石川県Ａ市
Ｚ指定
避難所

石川県Ａ市
Ｙ指定
避難所

石川県Ｂ市
Ｘ指定
避難所

石川県Ｂ市
Ｚ自主
避難所

石川県Ｂ市
Ｙ指定
避難所



検証内容④ 避難所入所時の受付業務の効率化
〇避難所入所に際し、入所手続き（様式記入）や、入所者数の集計作業等に時間を要している。
⇒実証実験では、手続きのデジタル化やマイナンバーカード等の活用により、入所手続きに要
する時間の短縮と、入退所状況のリアルタイム把握を可能とする。
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現状業務シナリオ

・ 避難者が入所する際、所定様式

（避難者カード）へ手書きで記載。

・ 避難所運営側で避難者カードの

情報を基に、人数等を集計。

検証業務シナリオ

【課題】

・ 入所に時間を要する

・ 入退所数の把握に時間を要する

・ 入所手続きのデジタル化を図り、迅速化を図る。

・ 今回の検証では、避難者毎の状況に応じ、①スマホアプリ、②マイナンバー

カード、③交通系ICカード、④何も持っていない（ホワイトカードの配布）の

４パターンを想定し、入所手続きを実施。

避難者カードを記載し、

ホワイトカードを受け取り

入所する。

詳細は10ページに記載。

ホワイトカード

避難者カード

アプリから

入所登録をする。



検証内容⑤ 災害対策本部への状況報告の効率化
〇各避難所は定期的な状況報告を行うが、報告のための情報収集・集計、報告書作成の作業負担
が大きい。
⇒ 実証実験では、システムにより入力作業の一部を自動化し、報告書作成の効率化を図る。

現状業務シナリオ

・ 必要な情報を収集し、各報告様式に記載して提出

（報告頻度）

避難所状況報告書：3時間に1回

ラピッドアセスメント：72時間経過後、1日1回

検証業務シナリオ

・ 報告する際、避難者から収集できる情報は、システ

ムで集計され、運営者の判断が必要な情報のみ補

完入力し、報告や帳票出力する。

【課題】

・ 報告のために情報収集、集計、記載が必要であり、かつ

全避難所において、定期的に報告書を作成する必要が

あるため、業務を占める時間割合が高い。

システム

必要情報の補完入力
例）ライフライン状況 等

報告に利用する情報
例）有症状 等

システムから帳票出力

避難者

(アプリ) 運営者

避難所状況報告書
□の欄は、使用可能・該当・対応済みであれば、✔️ をいれてください

＊Ａ：充足 Ｂ：改善の余地 Ｃ：不足 Ｄ：不全

年 月 日 ＃ＡーＤ選択式の項目が全てＡ評価になるまで連日記入

時 分 ＃人数は概算可

※食事提（Ｂ）ー避難者数（Ａ）

車中泊人数（人）

その他

緊急事項

傷病者数

（人）
インフルエンザ 感染性胃腸炎

福祉的サポート

を要する（人）
うち要介護・

要支援者

うち障害者手帳

保有者

うち乳幼児等

保育必要者

食物アレルギ

ーを有する（人）
うちインスリン治療

糖尿病患者

うち緊急性の

ある精神疾患

うち緊急治療

歯科疾患
うち緊急措置妊婦

有症状者

（人）
発熱 咳・痰 下痢 嘔吐

要配慮者

（人）

医療サポートを

要する（人）

うち人工呼吸器 うち在宅治療 うち透析 うち定期投薬

障害者用

トイレ

医療支援
感染予防・

清掃用物品

パーテーションによる

区切り

避難所の

環境
男女別

更衣室

男女別

トイレ

男女別

居住スペース

授乳室等

母子専用スペース

トイレ掃除 土足禁止 下水
ごみ

集積場所
館内禁煙 ペット収容所

過密度 Ａ～Ｄ 毛布等寝具 Ａ～Ｄ 室温度管理

医療支援 救護所設置 医療チームの巡回

Ａ～Ｄ 手洗い環境 Ａ～Ｄ

Ａ～Ｄ

電気 Ａ～Ｄ ガス Ａ～Ｄ 生活用水 Ａ～Ｄ
ライフライン

／通信

飲料水 Ａ～Ｄ 食事 Ａ～Ｄ 使用可能トイレ

固定電話 携帯電話 衛生電話 データ通信

食事提供人数

（Ｂ）

避難所以外の避難者数

（推計）※

避難者数

（再掲）

昼間人数（人） 夜間人数（人）

75歳以上（人） 未就学児（人）

避難所運営組織 代表者名 福岡代表

避難者数（人）

（Ａ）

内訳

男性（人）

内訳

女性（人）

電話連絡先

施設名 固定電話

所在地

携帯電話

FAX

施設・避難所等ラピッドアセスメントシート（ＯＣＲ対応様式）

避難所コード

調査日

AM PM

調査者氏名 A診断調査 調査員所属 A所属会社

ラピッドアセスメント

※ラピッドアセスメント （避難所に関するアセスメント調査票）
・避難所を中心に周辺地域の被災状況やニーズを適切に把握し、分野横断的に情報共有を図ることにより、迅速な支援の優先付けを可能とすることを目的に作成した避難所に関する調査票

□の欄は、使用可能・該当・対応済みであれば、✔️ をいれてください

＊Ａ：充足 Ｂ：改善の余地 Ｃ：不足 Ｄ：不全

年 月 日 ＃ＡーＤ選択式の項目が全てＡ評価になるまで連日記入

時 分 ＃人数は概算可

※食事提（Ｂ）ー避難者数（Ａ）

車中泊人数（人）

その他

緊急事項

傷病者数

（人）
インフルエンザ 感染性胃腸炎

福祉的サポート

を要する（人）
うち要介護・

要支援者

うち障害者手帳

保有者

うち乳幼児等

保育必要者

食物アレルギ

ーを有する（人）
うちインスリン治療

糖尿病患者

うち緊急性の

ある精神疾患

うち緊急治療

歯科疾患
うち緊急措置妊婦

有症状者

（人）
発熱 咳・痰 下痢 嘔吐

要配慮者

（人）

医療サポートを

要する（人）

うち人工呼吸器 うち在宅治療 うち透析 うち定期投薬

障害者用

トイレ

医療支援
感染予防・

清掃用物品

パーテーションによる

区切り

避難所の

環境
男女別

更衣室

男女別

トイレ

男女別

居住スペース

授乳室等

母子専用スペース

トイレ掃除 土足禁止 下水
ごみ

集積場所
館内禁煙 ペット収容所

過密度 Ａ～Ｄ 毛布等寝具 Ａ～Ｄ 室温度管理

医療支援 救護所設置 医療チームの巡回

Ａ～Ｄ 手洗い環境 Ａ～Ｄ

Ａ～Ｄ

電気 Ａ～Ｄ ガス Ａ～Ｄ 生活用水 Ａ～Ｄ
ライフライン

／通信

飲料水 Ａ～Ｄ 食事 Ａ～Ｄ 使用可能トイレ

固定電話 携帯電話 衛生電話 データ通信

食事提供人数

（Ｂ）

避難所以外の避難者数

（推計）※

避難者数

（再掲）

昼間人数（人） 夜間人数（人）

75歳以上（人） 未就学児（人）

避難所運営組織 代表者名 福岡代表

避難者数（人）

（Ａ）

内訳

男性（人）

内訳

女性（人）

電話連絡先

施設名 固定電話

所在地

携帯電話

FAX

施設・避難所等ラピッドアセスメントシート（ＯＣＲ対応様式）

避難所コード

調査日

AM PM

調査者氏名 A診断調査 調査員所属 A所属会社
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検証内容⑥ 避難所運営側からの情報提供の効率化

〇避難所運営側からの情報周知は掲示板等により行われており、避難者への情報周知に課題。
⇒実証実験ではシステムから避難者アプリへプッシュ通知を送信することで、情報伝達を円滑化。
特定の者（体調不良者・アレルギー対応食を必要とする者等）への周知対象を絞った形での
情報提供や、避難所外（自宅・車中泊等）に居る分散避難者への情報周知にも対応。

避難所対処情報画面

・アレルギー有無

避難者

(アプリ)

登録

・物資を受け取る避難所

分散避難者

(アプリ)

登録

アレルギー保有者へ

情報通知

分散避難者へ

情報通知

現状業務シナリオ

・ 避難者が避難所の状況（物資配

布時間等）を知る際、避難所の掲

示板等の掲示情報を確認する。

検証業務シナリオ

・ システムの避難所対処情報画面より、避難者アプリへプッシュ通知を送信する。

【課題】

・ 対象者限定の情報周知が困難。

（体調不良者への対処情報、アレル

ギー対応食の配布等）

・ 自宅避難や車中泊等の分散避難

者が、物資配布状況等を知る術が

限られている。
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